
 

  監  第 1 1 2 1号         

平成20年2月1日         

 

 請 負 人  殿 

 

茨城県土木部長 

 

建設業退職金共済制度に係る掛金収納の確認について 

 

 建設業に従事する労働者の福祉を増進することにより，建設労働力を確保し，建設業の

健全な発展を図ることを目的とした建設業退職金共済組合制度の趣旨に基づき，県は，工

事費に請負人が負担する掛金相当額を積算していることから，機会あるごとに制度の周知

を推進するとともに，昭和５３年１２月１日以降は１件の請負に付する額５００万円以上

の工事については，請負人より掛金収納書の提出を求め履行の確認を行ってきましたが，

今後更に適正な履行を期するため，平成２０年４月１日以降契約する工事から下記により

扱うこととしましたので協力願います。 

 

記 

 

１ 確認する書類 

  １件の請負代金額５００万円以上の工事とする。 

 

２ 掛金収納報告 

請負人は，請負契約締結後３０日以内に別紙「建設業退職金共済組合証紙購入状況報

告書（以下「報告書」という。）」を工事請負契約書の発注者あて提出するものとする。 

  なお，報告書の作成に当たっては，作成上の留意点により作成すること。 

 

３ 下請負人への現物支給等 

（１）下請工事に相当する証紙は，原則として請負人が購入して現物を交付する。 

（２）下請工事代金に掛金相当額を含めた場合には，報告書には請負人の掛金収納書のほ

か，下請負人の掛金収納書も添付すること。この場合当該工事の証紙購入額の算出に

は，下請負人の購入額を合算する。 

 

４ その他 

（１）１件の請負代金額５００万円未満の工事についても適正な履行に努める。 

（２）下請負に付する場合は，下請負人の共済制度への加入及び証紙貼付を促進するよう

指導する。 

（３）証紙は原則として本県内の金融機関から購入する。 

（４）適正な履行を確認するため，必要に応じて受払簿や労働者の共済手帳等の関係書類

の提出を求める場合があるので，協力願います。 



 

平成  年  月  日 

 

発注者             殿 

 

 

                  請負人 

 

住 所   

商 号   

代表者                              印 

 

建設業退職金共済組合証紙購入状況報告書 

工 事 番 号 

工 事 名 

 

 

契約年月日
 

 

平成  年  月  日
 

 

契約金額 

(税抜き） 

                             円 

 

 

標 準 

購 入 

 

建築   契約 
×
   2.5 

工事   金額    1,000 

         円 

 

共済証紙購入額              円 

（うち下請人購入額            円） 

土木   契約 
×
   3.5 

工事   金額    1,000 

         円 

 購入率
  共済証紙購入額 

×1000
 

        契 約 金 額 

 

 

共済証紙購入額が標準購入額を下回った理由 
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掛金収納書（発注官公庁等用）貼付欄 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



 

建設業退職金共済組合証紙購入状況報告書 作成上の留意点 

 

１ 報告書を作成する工事 

  １件の請負代金５００万円以上の工事（請負代金は消費税を含んだ金額）とする。 

  なお，契約変更により５００万円以上となった場合，作成の必要はありません。 

 

２ 証紙購入標準額 

  共済証紙の購入額は，次の率により算出された額を標準とする。 

  ・建築工事・・請負代金（消費税を除いた額）に１０００分の２．５を乗じた額 

  ・土木工事・・請負代金（消費税を除いた額）に１０００分の３．５を乗じた額 

  元請業者は，建設現場ごとの元請・下請を含めた対象労働者及び当該労働者の就労日 

数を的確に把握し，必要な枚数を購入すれば十分であるが，的確な把握が困難な場合に 

は，上記証紙購入標準額の考え方に従い購入するものとする。 

 

３ 掛金収納報告 

（１）請負人から請負契約締結後３０日以内に別紙「建設業退職金共済組合証紙購入状況 

 報告書（以下「報告書」という。）」を提出すること。 

   ただし，工事契約締結当初は工場制作の段階であるため建退共制度の対象労働者を 

 雇用しないこと等の理由により，期限内に当該工事に係る掛金収納書を提出できない 

 事情がある場合においては，あらかじめその理由及び購入予定時期を書面により提出 

 すること。 

（２）上記（１）ただし書きの申し出を行った場合又は証紙の追加購入を行った場合には， 

 工事完成までに報告書を提出すること。 

（３）本庁契約に係わる工事は，所轄事務所長を経由して報告書を提出させること。 

 

４ 掛金収納書の添付がない又は共済証紙の購入額が標準購入額を下回る場合 

  報告書に掛金収納書の添付がない場合又は共済証紙の購入額が標準購入額の８０％未 

満の場合には，報告書にその理由を記載すること。 

  なお，想定される理由は以下のとおりであるが，いずれの場合においても可能な限り 

詳細に記載すること。 

     ① 会社に退職金制度がある。 

     ② 従業員が中小企業退職金共済事業の被保険者である。 

     ③ その他の退職金制度に加入している。 

     ④ 対象労働者数及び就労予定日数を把握して計算した。 

   ⑤ 会社の余剰証紙を活用する。 

   ⑥ その他 

    ※ 適正な履行を確認するため，必要に応じて証紙の受払簿や労働者の共済手帳 

     等の提出を求める場合があります。 

 


